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はじめに 

 

１ 個別施設計画策定の経過  

本市では、高度経済成長期に整備された公共施設等が老朽化し、更新時期を迎えるなか、

近年の厳しい財政状況や、人口減少、少子高齢化なども踏まえた適正な管理運営の実現を目

指し、平成 24年度より公共施設等マネジメントに取り組んでいます。平成 25年 3月には「佐

久市公共施設白書」（以下「白書」という。）を作成し、その結果を踏まえ、「佐久市公共

施設マネジメント基本方針」（以下「基本方針」という。）を策定しました。 

その後、「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（平成 26 年 4 月 22 日

付総財務第 74 号総務大臣通知）により、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進する

「公共施設等総合管理計画」の策定が要請されたことから、平成 27 年 11 月には、公営企業

会計の公共施設等をまとめた「佐久市公共施設白書～公営企業施設編～」（以下「公営企業

施設白書」という。）を作成し、平成 29 年 3 月には、公共施設等の数値目標及び今後の取組

などについて「佐久市公共施設最適化推進方針」（以下「推進方針」という。）により示す

とともに、これら白書・基本方針・公営企業施設白書・推進方針の内容をまとめる形で、

「佐久市公共施設等総合管理計画」（以下「総合管理計画」という。）を策定しました。 

佐久市役所本庁舎は、本市における行政サービスの核となる施設であり、災害時において

は防災拠点となる重要性の高い施設であることから、将来に渡って機能の維持・確保に万全

を期する必要があることを踏まえ、以下のとおり適正化に資する今後のあり方を定め、これ

を総合管理計画に基づく個別施設計画に位置付けることとします。 

 

２ 対象施設、計画期間等 

 （１）対象施設（施設分類） 

   ・佐久市役所本庁舎（行政系施設） 

 （２）計画期間 

   公共施設等総合管理計画（H29～R8）との整合性を考慮し、平成 31年度から令和 8年度

までの 8年間の計画とします。 

また、更新、修繕等の施設への対策内容と実施時期及び、対策費用については、総合管

理計画で用いた試算結果を基に令和 38 年度までについて掲載します。 

 （３）計画の見直し 

   今後、他施設の個別施設計画との調整を行いつつ、必要に応じて、適宜、個別施設計

画及び、総合管理計画を見直し、計画の整合性を図ることとします。 
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１ 対象施設の状況 

 

 本計画を策定するにあたり、対象となる施設の状況をお示しします。 

 

（１）建物に関する状況 

 ア 施設カルテ 

   対象施設の状況について、公共施設白書における施設カルテを転載します。 
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（１ページ） 
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（２ページ） 
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イ 位置図 
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（２）対象施設の建物健全度の状況 

 

本計画において、建物健全度の状況を把握するに当たり、『特定建築物の定期報告』、

『構造躯体の健全性の評価』及び『構造躯体以外の劣化状況調査』を参考に、必要な部分を

抜粋して掲載します。ただし、建て替え等の方針により、現施設の廃止が見込まれる場合、

各調査を割愛し、今後の状況による対応についてお示しします。 

 

  ア 特定建築物の定期報告 

  （i）定期報告の実施頻度 

建築物の定期調査 ３年に１回 

建築設備等の定期検査 １年に１回 

  （ii）定期報告結果 

    上記調査及び検査により発見された不具合及び是正箇所については、都度修繕を 

実施しており、良好な状態に保たれているといえます。 

 

イ 構造躯体の健全性の評価 

（i）耐震性 

   佐久市役所本庁舎は昭和５０年に建築された施設です。現行の耐震基準に基づいた  

建築物に該当していないことから、平成２２年及び平成２５年に耐震診断を実施し、構

造耐震判定指標を満たしていない箇所について、下記の期間において耐震改修工事を実

施しました。これにより、構造躯体は健全に保たれています。 

   また、南棟においては、平成２２年度に耐震診断を実施しており、構造耐震判定指標

を上回る結果であったため、下記の期間において大規模改修とあわせ、劣化部の補修工

事を実施しました。これにより、構造躯体は健全に保たれています。 

・平成２３～２５年度 低層棟 耐震改修工事 

・平成２６～２７年度 高層棟 耐震改修工事 

・平成２７～２８年度 南棟（旧消防署）改修工事 

   

ウ 構造躯体以外の劣化状況調査 

（i）対策済みの箇所 

 下記の箇所については、改修工事を実施しており、更新済みとなっています。 

   （ア）本庁舎 

・平成２６～２７年度 高層棟 外壁刷新 

・平成２９～３０年度 低層棟 屋根葺き替え・外壁タイル剥落防止 
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（イ）南棟 

・平成２９～３０年度 南棟 屋根葺き替え 

（ウ）議会棟 

  ・平成２８年度 議会棟 屋根葺き替え 

 

  （ii）対策未実施の箇所 

建物外構部（エントランス、通路、階段等）や、建物内装（壁紙、タイル、塩ビシー

ト等）、また衛生設備や配管については、今後、劣化状況等調査を行い、必要な対策を

検討することとします。 



8 

 

２ 適正化に関する分析 

 

 「１ 対象施設の状況」をもとに、各施設の今後のあり方について分析を行います。 

 

（１）分析にあたっての考え方 

総合管理計画の基本方針に基づき、適切な管理運営が可能となるよう、定期的な施設の点

検と、計画的で、継続的な修繕などを実施するとともに、推進方針に掲げる目標の実現のた

め、施設の統廃合などの適正化を検討し、更新の際には、適正な規模で、より使いやすい施

設となるような今後のあり方を分析します。 

 

原則的には、基本方針の「量的見直し」にある「検討イメージ」を用いて、利用状況、安

全性、効率性の状況から将来における施設のあり方を検討し、全体における適正化について

検討を進めますが、佐久市役所本庁舎は、本市の行政サービスの核となる施設であり、災害

時の防災拠点となる重要な施設であることから、優先的に分析を進めることとします。 
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（２）「公共施設等の方向性」の分析 

ハード面である「公共施設等の方向性」の分析は、図１のとおりです。 

 

 

 

佐久市役所本庁舎は、本市における行政窓口の中核であることはもとより、地域防災計画

における地域の防災拠点であることから、利用状況は高くなっております。 

本施設は、特定建築物として、定期報告や躯体構造検査結果により建物の状況が良好に保

たれていことを確認しているほか、耐震改修工事が実施済であるため、安全性についても、

高く評価しています。 

一方、庁舎を利用するうえで、構造的に古い建築物であることや、いくつかの棟が分散し

ていることにより、来庁者の動線上に段差などの障壁がいくつかあることが課題となってお

り、利便性や安全性を更に高めていくためには、ユニバーサルデザインやバリアフリーに対

応した改修を行う必要があります。 

なお、統廃合に関しては、今後、改築を検討すべきときに合わせて、同敷地内の南棟及び

議会棟の機能統合やその他の近隣類似施設の機能との統廃合について検討することとします。 

低 
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【図１】 
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（３）「サービスの方向性」の分析 

次に、ソフト面である「サービスの方向性」の分析は、図２のとおりです。 

 

 

 

佐久市役所本庁舎は、本市の行政サービスの拠点として、各種行政事務、行政サービスの

提供を行っており、多くの皆さんに利用していただく利用度の高い施設となります。 

近年では、行政サービスに対するニーズの多様化を背景に、より良い行政サービスの提供

が求められております。 

サービスの効率性に関しては、提供サービスをより良いものとするため、窓口のレイアウ

トの改修等、設備面における対応が必要な状況です。また、ＩＣＴ化などにより、各支所と

の連携を向上させることにより、行政サービスの地域格差の解消を進める必要があります。 

また、利用状況を踏まえたサービス面での評価は非常に高く、現状の水準を維持・確保し

ていく必要があります。ただし、設備の改善や民間活力の導入などによるサービスの効率化

を検討する余地はあるものと考えています。 

← 効率性 → 高 
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佐久市役所本庁舎 

【図２】 
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３ 対策内容と実施時期 

  

ハード、ソフト両面からの分析を踏まえ、対象施設の対策内容と実施時期について検討し

ます。 

 

（１）対策内容 

 ア 考え方 

総合管理計画での試算におきましては、施設の耐用年数を 60 年程度と見込み、更新費

用の試算を行いましたが、推進方針での目標を達成するため、また、老朽化し、時代の要

請にそぐわなくなった機能を改善することを考慮しますと、築後、一定の期間を経過し、

大規模改修の実施の有無や、耐震における対応などを踏まえ、施設面積が削減されるなど、

適正化に資することが見込まれる対策については、財源の状況等を勘案しつつ、検討を進

めていきます。 

なお、適正化に資する対策内容としては、①集約化・複合化、②転用、③除却、④長寿

命化などが想定されますが、これ以外にも⑤民間等への譲渡、⑥民間等への貸与を加える

こととします。 

また、更新などとは別に、公共施設等の長寿命化に資する適正な管理運営の一環としま

して、定期的な点検の実施と、計画的な修繕を行うこととを対策内容に位置付けます。 

 

 イ 対象施設の対策内容 

   佐久市役所本庁舎は、築後 40 年以上経過し、総合管理計画としても、大規模改修が必

要と位置付けている施設になります。 

これについては、前段の「対象施設の建物健全度の状況」で説明したとおり、耐震診断

及び耐震改修の実施により、総合管理計画における施設耐用年数 60 年を超える利用が可

能となっています。そのため、今後は、必要な点検、修繕を行いながら、できるだけ長く

施設を維持できるよう長寿命化を推進します。 

一方、行政サービスの拠点として利用度の高い施設であることを踏まえ、課題となって

いるユニバーサルデザイン化及びバリアフリー化への対応を行い、施設の利便性や安全性

の更なる向上を図ることとします。 

 

（２）実施時期 

  対策内容を踏まえ、本計画期間中、対策内容の実施時期を第１次～３次までの年次経過と

して、平成 31 年度から令和 4 年度までを第１次対策期間として、実施時期の設定を行いま

す。 

第１次対策期間においては、公共施設等適正管理推進事業債などの財源の活用を視野に、

ユニバーサルデザイン化事業による施設更新に着手します。また、老朽化対策については、
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各法点検、簡易点検のほか、設備調査を適宜行い、順次改修計画を策定します。 

（３）総合管理計画における施設分類別の今後のあり方【再掲】 

  総合管理計画における施設分類別における『課題』、『今後の施設のあり方』及び、 

『目標』は以下のとおりです。 

 

佐久市役所本庁舎 

施設分類：行政系施設 

【課題】 

○他の施設に併設されている出張所を除き建築後30年以上経過しているものが多

くあり、これらの施設については、老朽化が進んでいるため、今後修繕や更新

を計画的に実施していく必要があります。 

○利用状況を見ると、出張所の利用者にばらつきが見られるほか、住民票の写し

などのコンビニ交付サービスや、使用料などのコンビニ収納の開始などにより

利用者数の減少が予測されるため、支所や出張所のあり方を検討していく必要

があります。 

○コスト面では、老朽化の進行に伴い、維持管理費用の増大が予想されることか

ら、効率的で、計画的な維持管理とともに、提供サービスの見直しも図る必要

があります。 

 

【今後の施設のあり方】 

○市庁舎は、市民生活に必要な行政サービスや防災機能を維持・確保していく観

点から、市民ニーズや人口規模に見合った適切な職員数やサービス内容を見直

すとともに、今後の建替え時に合わせて関連機関などとの複合化の可能性を検

討します。 

○支所及び出張所は、施設の建替えや提供するサービス内容の検討に合わせて見

直しをすることで、保有面積の削減や複合化を進め、コスト縮減を図ります。 

○維持管理費の軽減を図るため、品質とコストの関係を見極めた上で維持管理業

務の包括委託の導入を検討します。 

○市庁舎など市民が多く訪れる施設では、余裕スペースの一部を民間事業者など

への貸付や広告の掲載などによる収入の確保も検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施設分類別の目標】 

市民にとって身近な施設となるよう、周辺施設との複合化や出張

所の統合などを行い、適正な施設規模とすることで、約 6,086 ㎡

の面積を削減します 

（または、今後 40 年間で約 34.5 億円（年間約 0.9 億円）の更新

費用を削減、もしくは財源を確保する） 
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（４）総合管理計画から見た優先的な対策内容 

（３）に再掲しました、総合管理計画における行政系施設における目標として、「今後

40 年間で約 34.5 億円（年間約 0.9 億円）の更新費用を削減、もしくは財源を確保する」こ

とを掲げています。 

この施設は、市の行政サービスの核となる施設であり、防災拠点にもなる重要な施設であ

ることから、機能の維持・確保に万全を期する必要があります。 

既に耐震改修工事が行われており、構造躯体は健全に保たれていることから、当面は、効

率的で、計画的な維持管理に基づく「長寿命化」により更新費用の削減を図ることが、総合

管理計画に適っていると考えます。 
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４ 費用に関する分析 

  

「３ 対策内容と対策時期」での検討を踏まえ、対象施設における関連費用について分析

を行います。 

 

（１）施設更新等に係る費用について 

 ア 現状の場合 

    （単位：千円）   ～R8 R9～R18 R19～R28 R29～R38 

市役所本庁舎 3,370 2,358,920 2,716,730 0 

  ※R38までの合計 5,079,410,000円 

  

イ 長寿命化の場合 

   （単位：千円）   ～R8 R9～R18 R19～R28 R29～R38 

市役所本庁舎 101,000 101,000 3,238,662 101,000 

※R38 までの合計 3,541,662,000円 

 

（２）維持管理に係る費用について 

 ア 現状の場合                          （単位：千円） 

H27～H29 の平均 
管理コスト 

① 

事業運営コスト 

② 

維持管理合計 

（① ＋②） 

市役所本庁舎 54,352 28,732 83,084 

 

イ 維持管理における分析 

   大規模改修や、建て替えによる維持管理への影響については、照明のＬＥＤ化や、冷

暖房設備刷新による効率化などにより、コストの節減が期待できると考えております。 

   また、こまめな消灯や、冷暖房設備の不要な時間帯の停止など、運用面においてのエ

コ意識を高め、維持管理費の抑制に努めることも、重要となります。 

 

（３）費用面から見た優先的な取組 

建替えに係る更新費用を試算しますと令和 38 年度までで 50.8 億円程度となり、施設の長

寿命化による更新費用 35.4 億円程度と比較すると、建替えを行った場合、約 15.4 億円の負

担が生ずることが見込まれます。加えて、量的見直しの観点からも「維持・拡大」もしくは
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「継続利用」を図ることが妥当な施設であることから、長期的な活用を視野に施設の長寿命

化を進めることが、本計画期間中の経費の節減につながるものと見込んでおります。 

  ただし、本計画でお示ししています施設更新等に係る概算費用は、現状の場合においては

総合管理計画で用いた建築単価を、また長寿命化の場合においては、大規模改修に係る費用

を総合管理計画で用いた建築単価とし、その他小規模修繕等の想定費用を合算して試算して

います。そのため、個別施設計画における参考数値として取り扱うべきものであり、今後の

施設整備における予算枠をあらかじめ定めるものではありません。 

   

（４）長寿命化に係る工程表 

    対策内容及び概算費用については、次頁の工程表のとおり見込んでいます。 
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